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業務分析にITコーディネータの知恵を活用
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自治体の
ITコーディネータ活用
～外部専門家活用事例～

　自治体、行政での外部専門家活用が増えています。

　その中でも‘ 中立公平な IT コーディネータ ’の活用は、自治体に有益

だと考えます。

　2010 年から IT コーディネータ協会は、自治体を支援できる IT コーディ

ネータ仲間を増やして来ました。その成果も徐々に目に見えるものになっ

てきていると実感します。

　今号の特集「自治体の IT コーディネータ活用 ～外部専門家活用事例～」

では、総務省様をはじめとして、効果的な外部専門家（IT コーディネータ）

活用を進めておられる 4 つの自治体（熊本県庁様、東京都八王子市様、大

阪府交野市様、秋田県湯沢市様）に登場いただき、その成果事例をご紹介

しています。

　外部専門家（IT コーディネータ）を活用した結果、抱えていた課題がど

のように変化・解決していったのか、その結果、たとえば住民へのサービ

ス向上・経費削減など、どのようなメリットが得られたのか。

　自治体職員の皆さまには地域のご紹介、IT コーディネータとの出会い、

IT コーディネータを活用してみての感想、今後の展望を。

　IT コーディネータには自治体支援のきっかけ、支援時に気を付けている

ことなどをお聞きしています。

　今後、社会保障・税番号制度の導入も控え、全国 1800 弱の自治体職員

の皆様にはさらに負荷が増えてくるこの時に、外部専門家としての IT コー

ディネータを業務支援者として活用するメリットはますます大きくなって

くると思います。

　自治体職員の皆さま、IT コーディネータの皆さまをはじめ、多くの皆さ

まに参考にしていただければ幸いです。

IT コーディネータ協会 事業促進部　山川 元博



特集

自治体のITコーディネータ活用 
〜外部専門家活用事例〜

総務省情報流通行政局地域通信振
興課の専門職、片山寅真氏に、総務
省の立場から自治体が外部の専門家
を活用するメリットを語っていただ
きました。今回は、ITコーディネー
タで地域情報化アドバイザーでもあ
る武城文明氏と、ITコーディネー
タ協会の山川元博による鼎談の形式
でお届けします（敬称略）。

山川■本日はよろしくお願いいたし
ます。ざっくばらんにお話しいただ
ければと思います。
片山■いつもしゃべり過ぎるの
で、ちょっと注意したいと思います

（笑）。
山川■まずは、片山さんが所属され
ている情報流通行政局地域通信振興
課のお仕事についてお聞かせていた
だけますか。
片山■大まかに言うと、地域の課題
解決をICTを活用して支援する取り
組みを行っている部署です。
山川■片山さん自身はどんなお仕事
をされているのでしょうか？
片山■地域の課題解決を、人材面で
支援する仕事を主にしています。

その１つがICTの有識者を、課題
解決のために派遣するという「地域
情報化アドバイザー派遣事業」の運
営です。地域の課題は広範囲で、例
えば高齢者対策から、地域振興、そ
して自治体のシステム構築まであり
ます。すべての分野にICTが何らか
の形で関わっていますので、問題解
決の一方策としてICTの専門家を有
効に活用していただければと思って
います。

武城さんにもお願いしている「地
域情報化アドバイザー」は現在、76

名に委嘱しており、地域からの要請
に基づいて、その支援要請に合った
専門家を派遣しています。

も う １ つ、「ICT地 域 マ ネ ー
ジャー」派遣制度というのがあるの
ですが、こちらは年度内に継続的に
対応していただくものです。昨年度
は武城さんにこの制度で栃木県の大
田原市や小山市の対応をお願いしま
した。

また、八王子市へはやはりITコー
ディネータの米田宗義さんにICT地
域マネージャーとして対応いただ
き、「八王子市地域情報化計画」の
策定に協力していただきました。

基本的に仕組みは一緒ですが、地
域情報化アドバイザーとICT地域マ
ネージャーは、短期継続的に対応す
るかの違いになります。

山川■ICT地域マネージャーのほう
ですが、今年度は７月から派遣をは
じめているようですが、具体的には
どんな取り組みがありますか？
片山■例えば兵庫県教育委員会から
高校生を使った博物館の案内システ
ムを作るので、高校生を指導してく
れる方を派遣してほしいという要請
がありました。あと、離島のブロー
ドバンド整備の要請もあります。

これらの支援の数が今後増えてい
けば、ある程度モデル化をして他の
地域でも活用できるようにしていき
たいと考えています。
山川■この地域情報化アドバイザー
はどんな職業の方がいらっしゃるの
でしょうか？
片山■大学の先生、NPOの職員や
自治体のCIOなど、幅広くお願いし
ています。

山川■この地域情報化アドバイザー
に現在３名のITコーディネータが
いるのですが、今後もっと増えれば
いいですね。適任者も多くいるので、
ぜひ推薦させていただければと思い
ます。

武城さんはどんなきっかけで地域
情報化アドバイザーになったので
しょうか？
武城■３年前に、ITコーディネー
タ協会のほうからこのような制度が
あることを紹介していただき、総務
省を訪問したのが最初ですね。
片山■武城さんについては、同じ総
務省の地方自治体制度を担当してい
る部署から、自治体のシステムに詳
しい方がいるのでアドバイザーに
なっていただいてはどうかと推薦を
受けたのがきっかけです。こちらと
しても、自治体からICT調達などの
支援要請が増加していたことから、
ぜひともと思いお願いすることにし
ました。
武城■地域情報化アドバイザーの会
議に出席したときに他のアドバイ
ザーを紹介していただいたのです
が、本当に経験豊富なスペシャリス
トが多いと感じました。

一方で、片山さんがおっしゃった
ように、ICT関連の調達や業者選定
という要請が増えてきたので、それ
に対応して私のように地方自治体の
仕事をしているような者も必要に
なってきたのだと思います。
片山■自治体の職員からよく要望さ
れるのは、いろいろなところで取り
組みされている経験豊富な方です
ね。他でどんな実績を残されている
のか、そこが皆さん一番知りたがっ
ています。

あと、他の地域で実際取り組まれ
た事例を紹介してほしいという声も

地域を元気にしていかないと、日本は元気にならない！
−総務省情報流通行政局地域通信振興課−

ICTの有識者を
課題解決のために派遣

３名のITコーディネータが
地域情報化アドバイザーに
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多いですね。
山川■確かにそのような資料がある
と、上長や議会への説明がしやすい
ということもあるのでしょうね。

山川■３年前から要請が増えてきた
とのことですが、何かきっかけが
あったのでしょうか？
片山■おそらく、この制度の認知度
が徐々に高まっていったからだと思
われます。

あと、クラウドが普及するなど、
システムが高度化してきたことも一
因かもしれません。
山川■この制度は総務省のほうから
専門家を派遣するというシステムで
すが、そもそも外部の専門家という
のは自治体にとって使いやすいので
しょうか？
片山■１つの自治体でいろいろと考
えても、やはり限界があるもので
す。経験豊富な外部の人の意見を聞
くことは、課題解決のためのひとつ

のきっかけになると思います。
山川■ICTというと情報部門という
イメージがあるのですが、派遣先も
そこが多いのでしょうか。
片山■そういう訳ではありません。
例えば、高齢者対策をされている部
署でもICTを活用されているところ
は多いですし、消防の緊急搬送をい
かに短縮するかという課題にもICT
が活用されています。

ICTを課題解決の１つの方策とし
て捉えた場合、いろいろな場面で活
かされると思います。その事例は総
務省のホームページで紹介していま
すので、ぜひご覧になってください。

「総務省 地域情報化」で検索してい
ただくと、「地域情報化の推進」と
いう地域通信振興課が作成したペー
ジにたどり着くと思うのですが、そ
こでは医療、観光などの分野ごとに
事例がご覧いただけます。
山川■自治体の職員の方が外部の
ICT専門家の活用について相談した
いことがあれば、片山さんへ連絡を
すればよいでしょうか？

片山■そうですね。私でもいいので
すが、ブロックごとに総合通信局が
あります。まずはそこに相談してい
ただければと思います。
山川■最近のご相談で特徴的なもの
はありますか？
片山■自治体から双方向の情報発信
のために、ツイッターやフェイス
ブックなどのSNSを活用したいとい
う相談が多くなっています。どう進
めたらいいのか、他の地域の事例は
あるのかという問い合わせが増えて
います。

それと、自治体で情報化計画を作
る際に専門家を派遣してほしいとい
う要請も増えていますね。

片山■今後考えていかなければいけ
ないことは、自治体からのニーズが
増えていくと予想される番号制（マ
イナンバー制度）の対応です。それ
に対応できるアドバイザーを増やし
ていきたいと考えています。

総務省情報流通行政局地域通信振興課 専門職 片山寅真氏 シュロス・システムコンサルティング 代表取締役 武城文明氏
（ITコーディネータ）

自治体だけでは限界が
外部の意見を聞くことが重要

番号制 （マイナンバー制度）に
対応できる方をぜひ
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地域を元気にしていかないと、日本は元気にならない！



また、総務省では「G空間」（地理
空間）情報の利活用について力を入
れていますので、それに対応できる
方も増やしていきたいと思います。

このように政策の取り組みに対応
ができる方を増やしていきたいと考
えていますので、ITコーディネー
タの方にもぜひ参加していただきた
いと思います。
山川■今回、ITコーディネータに
自治体の支援に関わっているかどう
かをアンケート形式でヒアリングし
たのですが、20名ほどの方から、回
答をいただきました。その人たちの
得意分野を生かせるようなお仕事が
あれば、ぜひご紹介できればと思っ
ています。片山さんの頭の片隅にも、
ITコーディネータのことを入れて
いただければうれしく思います。

武城■ITコーディネータ協会では、
2010年からITコーディネータ向け
に自治体ビジネス研修の「入門編」
と「中級編」を開催しているのです
が、今度「上級編」も新たにスター
トする予定です。さらに、これらを
きちんと履修してもらった上で、実
際に自治体へ行くという実践訓練の
メニューも予定しています。

そして、それらを修了したITコー
ディネータを協会から推薦しようと
いう取り組みを行っている最中なの
です。この取り組みには私も参加さ
せていただき、完成に４年の歳月を
費やしました。
片山■地域のためになるなら、いろ
いろと連携をさせていただければと
思います。
山川■ITコーディネータには非常
に優秀な方も多いので、ぜひご推薦
させていただければと思います。そ
して、彼らを自治体で有効に活用し
ていただければと思います。
片山■技術や知識がある人なら多く
いますが、人材派遣というのは、そ
れよりも人の力というか、人間力と
いうのが重要なポイントになると思
います。
山川■ITコーディネータの良いと
ころは「一緒にこうやりましょう」
と提案し、依頼された方々と共に汗
をかくことができるコンサルタント
だと思います。
片山■それは重要なポイントだと思
います。一緒に考えて、一緒に対応
や解決策を探るのはとても大切です
ね。そこから信頼関係が生まれて、
より良い対応ができると思います。

早く信頼関係ができれば、早く本
題にも入ることができます。いかに

早く良好な関係を築くことができる
かが重要になってきますね。

山川■地域情報化アドバイザーは76
名いらっしゃるということですが、
やはりコミュニケーション能力に長
けている方なのでしょうか？
片山■そのような方にお願いしてい
ます。

それと、地域を良くしたいという
使命感のある方ですね。この派遣事
業は、実際にかかった交通費と派遣
先で対応いただいた時間に応じて謝
金をお支払いしています。資料作成
などの対応準備のための時間や、移
動に１日かかるような場所への対応
の場合でも、派遣先の対応時間のみ
で対応いただいています。

ですから、地域を良くしていきた
いという強い思いがある方でない
と、参加いただけないと考えていま
す。
山川■その自治体がより良くなるこ
とに誇りを持ってやっていただける
方ですよね。
片山■自治体とのお仕事を多くやっ
ていらっしゃる方は、きっとそんな
思いで取り組んでいるのではないか
と思います。
武城■そうですね、民間企業とは違
う汗をかけますね。例えば、ものす
ごく小さな町へ行っても、胸に国旗
を貼った、オールジャパン的な気概
も出てくるのです。とてもやりがい
があります。また、自分はこの町に
頼られているというのもひしひしと
感じます。

ですから、達成感も民間企業の仕
事とは全然違います。これはお金に
は代えられないと思います。
山川■武城さんは埼玉県の自治体の
お仕事を長くやられていますが。
武城■埼玉県庁をはじめ、県の10ほ
どの自治体を担当させていただいて
います。もう10年になりますね。

民間企業の仕事とは
違う達成感が得られる

地域のためなら
ITCとも連動していきたい
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職員は地元出身の方で、出身地に
いかに貢献できるかという思いで働
いています。それはどんな自治体で
も同じです。あと、社会福祉や税の
関係の業務も、どこも基本的に同じ
ことをやっています。ですから、相
談される内容も同じようなことが多
いですね。あと、課題や問題点など
もだいたい同じです。
山川■地方に行くと面積の広い自治
体も多いので結構大変ですよね。

山川■今後は要請の増加によって、
外部専門家も増えていくと思うので
すが、求められる人物像というのは
ありますか？
片山■技術や知識だけでなく、やは
り“人間力”というのが求められる
と思います。直接、自治体の中へ入っ

ていただき、職員とコミュニケー
ションを取り、そして信頼関係を築
くことが重要になりますから。その
ような力というのは経験で培われて
いくものですから、経験が豊かな方
だとも言えます。

そして、実際支援に行かれる専門
家の方も、現地の仕事の中で新しい
発見もあるでしょうし、こうしたほ
うが良かったと思うこともあるかも
しれません。しかし、それを通じて
さらに経験値を高めていかれるので
はないでしょうか。
山川■実際、現場へ行かれている武
城さんにお聞きしたいのですが、自
治体の仕事をする上で心がまえのよ
うなものがあれば教えていただきた
いのですが。
武城■総務省が行われているこの事
業は、国でしかできないものです。
ですから、我々アドバイザーも、数

多く事例を作ることが使命だと考え
ています。それを他のケースに使っ
ていただき、日本をより良くしてい
きたいですね。
片山■アドバイザーの方がこのよう
に思っていただいているのは、本当
に心強いですね。

山川■最後になりますが、この派遣
事業は今後も続いていくのでしょう
か？
片山■確定的なことは言えません
が、続けていければと思います。個
人的には地域からの要望があるなら
ば続けていきたいという思いはあり
ます。

やはり、国を元気にするのは地域
から。地域を元気にしていかないと、
日本は元気にならないと思います。

要望がある限り
この事業は続けていきたい

技術や知識だけではなく
人間力が求められる
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地域情報化アドバイザー派遣事業の概要

地域を元気にしていかないと、日本は元気にならない！



特集

自治体のITコーディネータ活用 
〜外部専門家活用事例〜

熊本といえば、以前は阿蘇や天草
などの観光地が有名だが、最近は何
といっても「くまモン」。くまモン
は2011年３月の九州新幹線全線開業
をきっかけに生まれた。熊本県PR
マスコットキャラクターとして展開
され、「ゆるキャラグランプリ2011」
の王者にも耀き一躍全国的に有名に
なった。空港をはじめ、市内のいた
るところにくまモングッズが売ら
れ、熊本県庁の売店にも専用コー
ナーが設けられている。

今回の取材で訪ねたのは、その県
庁にある熊本県企画振興部情報企画
課。企画振興部では、地域振興、文
化企画、交通政策など幅広い業務を
行っており、情報企画課では、庁内
のシステムの技術統括をはじめ、市
町村とのシステム共同運用、地域情
報化、インフラ基盤の整備などを担
当している。

情報企画課では、平成20年度から

庁内の各部署でIT関連の予算を検
討する際、ITコーディネータの派
遣を行っている。

各部署から派遣の要請があったと
きは、まずは窓口であるITCくまも
とへ相談し、行政関係のシステム構
築やホームページ作成などに専門家
を派遣してもらうという仕組みだ。

ITコーディネータを外部専門家
に起用した理由について、情報企画
課の島田政次情報企画監は「IT関連
の技術が日々進んでいくので、職員
だけではついていけない。やはり専
門家の手助けが必要。加えて、内部
の職員よりは第三者的な立場の人の
ほうが、説得力がある」と語る。さ
らに、地元のITコーディネータに
自治体の仕事を経験してもらうこと
で、その人の仕事の幅が広がり、技
術的な経験値も上がるのではという
期待感もあるという。

予算要求が11月ということもあ

り、情報企画課では毎年７〜８月こ
ろに全部署へ専門家の派遣が必要か
どうかの募集を行う。原課からの相
談は多岐にわたり、何をしたらよい
か分からないという部署もあれば、
見積をどう取ったらいいのか教えて
ほしいというケースもある。

また、ベンダーからは原課へ高ス
ペックの見積が出てくるケースもあ
るが、職員はそれが高いとは感じな
がらも、技術的な知識が乏しいため
正確に判断することができない。

見積からどれだけ削れるかは、原
課にとっては大きな課題。ITコー
ディネータから、それが適正かどう
かのアドバイスをもらえる。

最近は、ホームページを立ち上げ
たいという相談が増えているとい
う。そのようなときITコーディネー
タは、まずは職員へヒアリングを行
い、中立的な立場で的確なアドバイ
スを行う。

最初はITコーディネータ
の派遣を試験的に開始した
が、「しっかりした技術知識
があるので、いろいろな場
面で適切なアドバイスをも
らえ、期待通りの活動をし
てもらってます。さらに、
コンサルタント的な観点か
らアドバイスをいただける
のもありがたい」（島田氏）
と高い評価を受け、現在は
正式に導入されている。

さらにITコーディネータ
が重宝されているのは、「ス
ポット」で利用できるよう
にしている点だ。
「１時間単位で頼めるよう

時間制のスポット契約で気軽にITCへ相談
−熊本県・熊本県庁−

くまモンが話題の熊本県
県庁ではITCを外部専門家に起用

予算関連の相談に
中立的な立場でアドバイス

いつでも相談できる
利用の仕方に高評価

熊本県企画振興部情報企画課 
情報企画監 島田政次氏

熊本県企画振興部情報企画課 
参事 大川洋一氏
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にしています。必要なときに、必要
な時間だけ頼める。そして、得意分
野に合わせていろいろなスタッフを
頼めるので、とても使いやすい」と
島田氏は語る。

ITコーディネータは地元に住ん
でいるので、機動性もある。なので、
気軽に頼みやすい。しかも、派遣さ
れるスタッフの顔ぶれが変わっても
質は保たれているので、その点でも
安心できるという。

ITコーディネータは、職員から
の評判がいいのも大きな特徴だ。

情報企画課の大川洋一参事は「IT
コーディネータは原課からの評判は
とてもいいです。今年はまだ派遣は
やらないのかという問い合わせもき
ています。見積についても、単に高
い安いということだけでなく、抜け
ている項目、足りない項目のアドバ
イスも的確に行ってくれます。しか
も、専門的な知識を用いて、かつ中
立的な立場でのアドバイスはとて
も助かっています。素人が言っても
原課はなかなか聞いてくれません。
ITコーディネータの言うことは本
当に説得力があります」と高く評価
している。

平成28年からスタートするマイナ
ンバー制度に対しては、具体的なこ
とは、国の動向も踏まえ、これから詰
めていかなければならない状況だと

いう。
しかし、マイナンバー制度に関し

て「ITコーディネータが、マイナン
バーのことに詳しくなっていただけ
るのは大歓迎です」と島田氏は語る。

熊本県庁からの業務を委託されて
いる「ITCくまもと」のメンバーに
も話を聞いてみた。県庁へのITコー
ディネータの派遣は、ITCくまもと
にとって初めて自治体から依頼され
た仕事でもある。
「基幹システムから手作りのソフ

トのようなものまで幅が広くて、正
直言って最初は戸惑いました。しか
し、支援の内容としては民間企業と
の違いはないですね」（森田欣典氏）
「心構えは同じだが、システムに

詳しい人ばかりではないので反応は
違いますね。成果というのは、当初
の予算よりいくら減額できたのか
ということになります。ズバっと
１千万円落とせるものもあります。
あと、同じ課の中でも、ベンダーが
違うのでバラバラに要求が上がって
くるときがあるのです。それを何と
かひとつにまとめるような仕事がで
きるのも、ITコーディネータならで
はだと思います。内部の職員だとそ
れはできないですね」（小筋宏信氏）

ITコーディネータのアピールポ
イントとしては、予算関連では本当
に必要な経費かどうかの精査をきち
んと行うことができ、結果としてコ
ストダウンが図れる点だという。議
会を通すためにもきちんとした精査
は必要で、さらに技術的な根拠が求
められる。それにはITコーディネー
タは適任だという。

時間単位のスポット契約について
も「職員としては使いやすいでしょ
うね。だから我々もフットワークを
軽くしている。私は県庁のすぐそば
に住んでいますよ」（森田氏）

ITCくまもとは2003年設立。そし
て2013年５月26日に「特定非営利活
動法人熊本県ITコーディネータ協
会」となり法人格を取得した。法人
のほうが活発な営業活動ができ、自
治体との仕事もやりやすくなった。

今後は熊本県庁で培ったノウハウ
を、例えば市町村や商工会議所など、
他の自治体や公共機関でも生かして
いきたいという。
「特にITの専任担当者がいない自

治体も多いので、そこに入り込みた
い。あと、マイナンバー制度は格好
の機会だと思われるので、ぜひITC
くまもとと一緒にやりたいと言われ
るように、準備をしっかりと行いた
い」（杉原健一氏）

マイナンバー制度は
ITCには格好の機会

 〈自治体概要〉
熊本県
人口：1,801,528人 （2013年7月現在）
面積：7,404.79平方キロメートル
県庁所在地：熊本県熊本市中央区水前寺6丁目18番1号
県庁職員数：4,354名 （平成24年度：一般行政職員）
http://www.pref.kumamoto.jp/

ITCくまもとのメンバー。写真前列左から森田欣典氏、理事長 杉原健一氏、小筋宏信氏　
後列左から矢田憲明氏、松岡祥仁氏

熊本県庁1階にもくまモンの特設コーナーが

時間制のスポット契約で気軽にITCへ相談
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特集

自治体のITコーディネータ活用 
〜外部専門家活用事例〜

八王子市は東京都の西部に位置
し、人口約56万人（2013年４月現在）
を誇る多摩地区の中核都市である。
政令指定都市・中核市・特例市のい
ずれにも属さない市では、現在最多
の人口を擁しているが、八王子市で
は平成27年４月に東京都で初めてと
なる中核市への移行を目指してい
る。

八王子市には20以上の大学・短期
大学・高専があり、約11万人の学生
が学んでいるという全国有数の学園
都市でもある。また、住民サービス
も充実しており、市政世論調査の定
住指向アンケートによると約９割の
住民が「住み続けたい」と答えてい
る。

八王子市では平成25年度から34年
度までの基本構想・基本計画であ

る「八王子ビジョン2022」を策定し
たばかり。今後、この構想・計画に
基づいてまちづくりを進めていくこ
とになる。基本理念は、「人とひと、
人と自然が響き合い、みんなで幸せ
を紡ぐまち八王子」。

そして、このビジョンを実現して
いくための5カ年計画「八王子地域
情報化計画」も策定された。こちら
の理念は「ICTで、みんながつなが
る、活力あふれるまち八王子」。ス
マートフォンやタブレットなどス
マートデバイスを市民が手軽に利用
できるようにすることや、情報格差
をなくすことなどを目標にしている。

その実施策としては、例えば市民
にタブレットに触れられる場所や機
会を作ることや、講習会の開催など。
そして、公共施設にWi-Fiの環境を
作ることも必要になってくる。

また、市役所内部でもスマートデ
バイスの利用を促進している。例え

ば、部長級の会議
では、タブレット
の利用を平成25年
５月から始めた。

市の重要な戦略
を決める部長級の
会議では、膨大な
資料が必要になる。
紙だとかさばるだ
けでなくコピー代
などの費用もばか
にならない。そこ
で、サーバーに必
要な資料を用意し
て、タブレットで
すぐに閲覧できる
というシステムを
採用したのだ。市
長自ら導入に積極
的だったという。

これらの市のIT関連を担当する
のは29名のスタッフからなるIT推
進室（現行財政改革部情報管理課）
だ。ここでは基幹系情報システムの
ほか、内部情報系システム、そして
市全体の情報システムの導入などの
業務を行っている。

八王子市の大きな特徴としては、
「CIO補佐官」として１名の外部の
専門家を登用していることだ。

CIO補佐官（情報化統括責任者補
佐官）とは、2003年７月17日、各府
省情報化統括責任者連絡会議におい
て決定された制度のことで、政府の
府省庁において業務・システム分析・
評価、最適化計画の策定に当たり、
情報化統括責任者（CIO）および情
報システム統括部門に対して支援・
助言を行う職として設置・登用され
ている。

CIOは地方地自体でも任命されて
いるところがあるが、その補佐官を
置いているのはまだ少ない。八王子
市ではCIOである副市長の補佐とし
て、平成19年度から設置されている。

八王子市のCIO補佐官は、１.「八
王子市情報システム全体最適化計
画」の推進のための支援及び助言、

外部の専門家を「CIO補佐官」として登用
−東京都・八王子市（人口約56万人）−

部長級の会議では
タブレットを活用

全国でも珍しい
CIO補佐官が支援を

八王子市総務部次長 兼 IT推進室主幹（当時）　志萱 龍一郎氏 （写
真右）と八王子市CIO補佐官 川合浩司氏 （川合経営システム研究
所代表、ITコーディネータ）

「八王子ビジョン2022」と 「八王子地域情
報化計画」
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２. 庁内システム開発における調達
仕様書作成への支援及び助言、３. 
庁内システム開発プロジェクトの進
捗管理、課題解決における支援及び
助言、４. 情報セキュリティ対策へ
の技術的支援及び助言という４つの
役割がある（平成24年度）。

このCIO補佐官に平成19年度より
就任しているのが、川合浩司氏だ。
川合氏は、民間企業でシステム製品
の企画・開発、品質保証などの業務
を手がけ、定年退職後は川合経営シ
ステム研究所を設立。ITコーディ
ネータ、PMPなど各種資格を取得
し、平成16年度からは内閣法制局
CIO補佐官の第一期生に就任。平成
18年度には八王子市の「情報システ
ム経費適正化業務支援委託」を受託
している。

八王子市ではさまざまな市民サー
ビスをするために市の各部署にIT
システムが導入されているが、この
支援を委託されたころはそれらが複
雑になって運用・保守が難しい状況
になってきた。そして、システム関
連に投資する額もかなり大きくなっ
ていた。

そこで、情報システム全体を見直
し、経費適正化のために、豊富な経
験と知識を有する川合氏に支援を委
託することになったのだ。川合氏の
就任には、市と商工会議所が進めて
いる「首都圏情報産業特区・八王子」

（サイバーシルクロード）構想推進
協議会会長の推薦もあった。

川合氏に支援を委託したことにつ
いてIT推進室（当時）の志萱龍一郎
氏は「専門的な知見を効果的に取り
入れることができました。職員は内
部の行政の手法は分かるが、民間の
手法は分からない。あと、外部の人
だと内部の利害関係がなく、第三者
的な立場から見られるのが大きい」
と語る。

さらに、CIO補佐官就任後の川合
氏は、ネットワークの統合や仮想化
によるサーバー・端末の統合など、
情報システムの全体最適化計画の策
定のための助言も行った。

基幹系システムはIT推進室が管
理・運営しているが、例えば福祉な
どのシステムは原課が運営してい
る。それらを統合することによって、
他の部署の不具合によって自分たち
のサービス提供に影響が出るのでは
ないかという懸念が上がった。しか
し、手厚いメンテナンスを行うので、
そんな心配はないと川合氏が説得。
加えて経費も浮くという説明をする
と、原課も納得してもらえたという。

さらに、システム構築に適切な業
者を選ぶ業者選定委員会でも、川合
氏は有識者として参加。業者選定前
の仕様の段階で原課から上がってき
た案を、川合氏が全体最適の視点で
チェックした。例えば独立したサー
バーを設けるのではなく、この業務
なら内部情報系のネットワークに乗
せられる。無駄が省けるという助言
も行ったという。
「我々も同じように提案したので

すが、なかなか決着できなかったの
です。それなので、川合氏の力をお
借りした。外部の有識者の意見だと、
原課もしっかりと聞いてくれた」と
志萱氏は語る。

現在の川合氏は案件によって違う
が、平均すると週１回くらいのペー
スで市役所を訪れている。最近は、
情報セキュリティについての内部研修
の講師のほか、夏休み期間中という
こともあり小中学校の教師向けにセ
キュリティ対策の講師も務めている。
「内部の情報漏洩やウイルス感染

については、川合さんの助言をいた
だいてから徐々に減ってきて、昨年
度は事故もゼロでした」（志萱氏）

現在、地方自治体がもっともその

動きを注目しているのがマイナン
バー制度だ。国から詳細なガイドラ
インが出ていないので、八王子市で
も対応はまだ行っていないという。

しかし、志萱氏は「システム構成
の根本的な見直しをするいい機会だ
と捉えています。さらに業務改革を
セットにして、業務とシステムを合
わせた全体最適を行いたい。同時に
市民サービスも向上させていきたい
と考えています。いいチャンスです
ので、ぜひ川合氏にも外部の専門家
の客観的な視点でアドバイスをいた
だきたいと思っています」と語る。

最後に川合氏に、自治体の仕事を
する上で留意すべきポイントについ
て聞いてみた。
「民間での経験を自治体でも活用

していきたいと思っていますが、
ITの世界は変化が激しいので、過
去の経験だけではダメ。常に最新の
情報をインプットすることが重要で
す。それには絶えず勉強をすること
が大切ですね」

外部の専門家の説明には
職員が耳を傾ける

過去の経験だけなく
日々の勉強が重要

部長級の会議で使用されるダブレットの特
徴を説明する志萱氏

 〈自治体概要〉
八王子市
人口：564,500人 （2013年1月現在）
面積：186.31平方キロメートル
市役所所在地：東京都八王子市元本郷町三丁目24番1号
市役所職員数：2,758名 （平成25年度）
http://www.city.hachioji.tokyo.jp/

外部の専門家を 「CIO補佐官」として登用
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特集

自治体のITコーディネータ活用 
〜外部専門家活用事例〜

交野（かたの）市は、大阪府の北
東に位置し、西は寝屋川市、南は四
條畷市、北は枚方市と接している。
近年、JR東西線、第二京阪道路の
開通により電車と自動車の両面で交
通の利便性が高まり、大阪市と京都
市のほぼ中間の位置ということもあ
り、ベッドタウン化が進んでいる。
人口は約７万8,000人（2013年５月現
在）。
「星のまち☆かたの」という市の

キャッチフレーズがあるが、交野市
には星にまつわる地名、伝説が多い。
その中のひとつが、市の中心部を流
れる天野川だ。

稲作が始まったころ、この地はあ
まの（甘野）といわれており、河川
を甘野川といったことが天野川の由
来。それを平安時代、交野が原へ遊
猟に訪れていた宮廷人が歌合わせの
際に、夜空に星の連なる「天の川」
になぞらえたことからこの名が定着
したという。そして、天野川にか

かる橋も「逢合橋」（あいあいばし）
と呼ばれ、年に一度、棚機姫（たな
ばたひめ）と牽牛星（けんぎゅうせ
い＝ひこぼし）が会った場所と伝え
られている。

毎年8月には「織姫の里天の川星
まつり」が開かれ、「織姫パレード」
のほか、盆踊りや各種イベントが開
催される。また、おりひめちゃん、
星のあまんという市の“ゆるキャラ”
も登場しイベントを盛り上げている。

交野市のIT関連の業務を担当す
るのは総務部情報課という部署。こ
こでは、広報、情報政策、情報公開、
統計など「情報関連」の全般を担当
しているが、その中でも情報政策部
門は基幹系のシステムの運営・管理
から職員へのソフトウェアの指導ま
で幅広い業務をこなしている。専任
の職員は２名のみ。

それだけに、内部の職員だけでは
多様化する業務に対応することがで
きず、現在は外部の専門家としてIT

コーディネータの力を借りている。
ITコーディネータの新田実氏は、

もともとITベンダーの社員として
10年以上にわたり交野市を担当して
きた。ITコーディネータの資格を
取得しこの会社を退職。平成22年８
月、数年ぶりに交野市を訪ねてみた
という。当時の市の担当者は、以
前、ベンダー時代にお世話になった
方で、システムの入れ替えがうまく
いっていないことを聞かされた。

平成22年８月当時は30年以上前に
導入された基幹系システムが稼働し
ていたが、かなり古いシステムのた
め、新しい業務などに耐え切れなく
なっていた。また、ハードも老朽化
して性能が低いものだった。しか
も、平成22年度末で保守の契約が切
れる。

新しい基幹系システムの選定はそ
の年の12月末まで。その期限までは
あと４カ月しかないが、まだ何も決
まっていない状況だったという。

新システム導入の検討会は立ち上
がっていたが、全然先には進んでい
ない状態だった。それを見て、オブ
ザーバーとして参加していた新田氏
はかなり危機感を感じたという。そ
こで、アドバイザーという無償の契
約ながらこの検討会に参加した。

総務部情報課の寺島孝彦氏は「検
討会の出席者は専門家ではないの
で、限界がありました。また、現場
の担当者と情報課では温度差もあり
ました。そこで、外部の専門家の知
見を生かして、この状況を打破しよ
うと思いました。利害関係のない
ITコーディネータはまさに適任で
した。そして、新田さんには、市と
してのあるべき姿の意見をいただく
ことができました」と当時の様子を
語る。

ITコーディネータの協力で短時間で基幹システムを構築
−大阪府・交野市（人口約8万人）−

天の川伝説が残る
「星のまち」交野市

わずか４カ月で
新システムのベンダー選定を

交野市市役所前にて。写真右から、交野市総務部情報課 課長代理 寺島孝彦氏、同情報課 
次長 櫻井清司氏、ITコーディネータ 新田 実氏、同情報課 高橋良典氏
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12月末という期限が決まっていた
ので、新田氏はまずはきちんとした
ロードマップ作りから着手した。そ
れは基幹系すべてのシステムについ
て、４カ月でRFPを出して、ベンダー
を選定するという、一見すると実現
不可能なロードマップだった。

しかし、新田氏が担当者に手順を
指導してからは、プロジェクトは急
に動き出した。それまでは、どうし
たらよいのか職員には方法が分から
なかったからだ。

当時の情報課の担当者の尽力もあ
り、何とか期限までに業者選定を終
えた。

そして、平成24年２月からの新シ
ステム稼働へ向けさらにプロジェク
トを推し進めていったが、新たな問
題も発生した。新しいシステムは、
前のシステムと基本設計概念がまっ
たく異なる。しかも、メーカーはラ
イバル関係にある会社。その調整を
職員に任せていたら進まないと判断
した新田氏は、自らその役を買って
出た。

しかも、新ベンダーは初めての付
き合いなので、斜め上からの目線で
職員のことを見てきたという。
「最初は本当に上から我々のこと

を見ている感じでしたね。今は同じ
目線、同じ仲間にやっとなったとい

う感じです。お互いの立場も理解で
きるようになってきた。ここまでの
関係になれたのも、新田さんがベン
ダーや職員を叱咤激励してくれたお
かげです」（寺島氏）。

情報課を統括する櫻井次長も新田
氏を大きく評価している。
「新田さんは、ベンダーと職員の

両方の目線を持っていたことがとて
もありがたかった。それはコーディ
ネータの必要な要素。奇跡的な、綱
渡りのシステム構築だったので、そ
れを乗り切れたことは、感謝しても
しきれない。人柄もいいので、職員
からの信頼も厚いです」と絶対の信
頼を寄せている。

さらに、新田氏は市にとって大き
なアドバイスも行った。それまで、
市の職員は入札か随意契約しか知ら
なかったが、新基幹系システムの導
入にあたり「プロポーザル方式」を
導入した。この方式を採用したこと
により、当初はじいた予算から１億
円以上コストが削減できたという。
「最近はシステムの調達があると、

庁内でもみんな『プロポーザル、プ
ロポーザル』と言っていますよ」（寺
島氏）。

入庁前は民間企業のSEをしてい
た情報課の高橋良典氏も新田氏を高
く評価している。

「 僕 の 場
合、職員と
ベンダーの
どちらの立
場も分かる
ので、全体
最適を図る
場合、どち
らの味方に
も付きにく
いケースが
多 か っ た。
なので、新

田さんには職員とベンダーの合意形
成をするファシリテーターをお願い
していました」

そして新田氏に対しては、今後も
大きな期待がかけられている。
「職員のレベルが上がってきまし

たが、今後は全体を俯瞰して見るこ
とができる、一段階上の人材を育て
るお手伝いをしてほしいですね」と
寺島氏は言う。

一方で新田氏はこうも語る。
「外部の人間がコーディネータと

して、長く居座るような状態では成
功といえません。医者と同じで、ずっ
と関わっていては健康ではないと思
うのです。何かあったときだけ呼ん
でもらうのがいいですね」

そういう意味では、職員の中に
ITコーディネータがたくさん誕生
してくれたらうれしいという。

最後に、情報課のみなさんにIT
コーディネータなど外部の専門家に
対する要望を聞いてみた。
「職員は不安を持っている。なの

で、まずは聞く耳を持ってほしいで
す。できれば愚痴も聞いてほしい。
みんなの気持ちをくみ取れるような
方を求めています」（櫻井氏）
「上から目線だと困ります。同じ

目線を持つことが重要です。他の大
阪の市からも問い合わせがあるので
すが、ITコーディネータはいいで
すよ、といつも言っています」（寺
島氏）。
「課題をきちんと解決してほしい

のですが、条件などはいろいろで解
決策も１つではないので、その町に
合った解決策を提案できる人がいい
ですね」（高橋氏）

職員とベンダーの
間を取り持つ役割も

プロポーザル方式導入で
大きな削減効果が

 〈自治体概要〉
交野市
人口：78,118人 （2013年7月現在）
面積：25.55平方キロメートル
市役所所在地：大阪府交野市私部一丁目1番1号
市役所職員数：520名 （平成25年度）
http://www.city.katano.osaka.jp/

今年8月に開催された 「第3回織姫の里天の川星まつり」の模様

ITコーディネータの協力で短時間で基幹システムを構築
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特集

自治体のITコーディネータ活用 
〜外部専門家活用事例〜

湯沢市は秋田県の南部に位置し、
宮城県、山形県に接しているほか、
岩手県との県境にも近い。７月現在
の人口は約５万人。

湯沢市は平安時代の女流歌人、小
野小町の生誕地といわれており、彼
女にちなんだ建造物「小町堂」もあ
る。ブランド米の「あきたこまち」や、
秋田新幹線の「こまち」は彼女の名
前に由来している。

市の特産品としては、あきたこま
ちのほか、稲庭うどん、漆器、日本
酒などがある。うどんに関しては、
町興しの一環として、地元の高校生
もボランティアとして参加してうど
んの食文化を広めるイベント「全国
まるごとうどんエキスポ in 秋田・
湯沢」を毎年10月に開催している。

湯沢市では、現在の庁舎のすぐ横
に新しい市庁舎を建築中だ。平成24
年７月より建設が開始され、平成26
年３月の開庁を目指している。

新庁舎のIT関連の整備を担当す
るのが、湯沢市総務企画部企画課情
報統計班のメンバー。湯沢市の市役
所職員数は564名（平成25年度）だが、
そのうちIT担当であるこの情報統
計班は実質3名という体制だ。

庁内の端末の数は約1,000台。新
庁舎へのシステム移行や現行システ
ムの整備・運営、そして情報化計画
の策定など、担当業務は多岐にわた
り、どうしても内部の職員だけでこ
れらを行うことが難しくなっている。

上層部でもその状況は把握してい
るが、恒久的な人員増（生涯賃金）
より、必要に応じて一時的に専門家
を外部委託したほうがトータルコス
トメリットがあるという考えがあ
り、湯沢市ではIT関連の専門家と
して平成20年にITコーディネータ
の大澤昌氏に業務を委託した。

湯沢市での大澤氏の初めての仕事
は、平成15年に作成された「地域情
報化計画」の５年後の見直しだった。

大澤氏へ業務を依頼した企画課情
報統計班の高橋一志氏は「やりたい
ことは自分たちの頭の中にあるが、
それを論理的に文書化する方法が分
からなかったのです。ツールなどを

使った知恵を借りたいと思い、大澤
さんに業務委託をお願いしました。
ベンダーフリーという中立的な立場
も大きなポイント」と語る。

大澤氏は、中長期計画である地域
情報化計画が短期の物品購入計画の
ようになっていること、そして地域
の情報化を進めるにあたっては、庁
内の業務プロセス改革を同時に進め
る必要があると考え、「内と外の両
方の計画と手順を立てましょう」と
市へ提案。そして「自治体名を変え
るだけで、どこでも使える金太郎飴
のような計画書は作らないようにし
ましょう」とも提言した。

そして、業務手順書や調達ガイド
ラインの作成が必要であることを提
案し、地域情報化計画に盛り込んだ。

情報統計班の佐々木訓氏は大澤
氏と一緒に仕事を始めて「最初はIT
コーディネータの言っている言葉が
全然分からなかった。自分たちのレ
ベルを上げないと、同じ壇上にはの
ぼれないと感じました」と語る。

湯沢市では、 平成28年１月から

業務分析にITコーディネータの知恵を活用
−秋田県・湯沢市（人口約5万人）−

小野小町生誕の地
うどんのイベントで町興しも

平成26年３月に
新庁舎が開庁予定

マイナンバー制度に対応すべく
業務分析を開始

湯沢市総務企画部企画課情報統計班 
主幹 兼 班長 高橋一志氏 

湯沢市総務企画部企画課情報統計班 
主査 佐々木 訓氏

株式会社ASTコンサルタント 
代表取締役 大澤昌氏 （ITコーディネータ）
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運用が開始される予定の「マイナン
バー」制度への対応についての検討
も本格的にスタートした。高橋氏
は「２年後のマイナンバー制度の開
始にあたり、基幹システムを新しく
する必要がありました。そこで、こ
のタイミングを契機と捉え、システ
ム更新するためには業務可視化が必
須として、全庁巻き込んでのプロ
ジェクトを立ち上げ、さらには本プ
ロジェクトを通じて“人材育成”も
同時に行ってしまおうと考えたので
す」と語る。

この業務分析のプロジェクトは今
年７月から開始。全部署の担当者が
参加し、週１回ミーティングが開か
れるというという大規模なプロジェ
クトになった。

もちろん、このプロジェクトにも
大澤氏が加わった。
「手法として『見える化』『読める

化』『解る化』のツールを活用しま
した。『見える化』とは、頭の中に
あることを文字や図表を使って見え
るように文書にすること。『読める
化』とは『見える化』した文書を、
作成者以外の人が読めるように標準
化していること。そして、『解る化』
とは関係者が共通の認識を持てるよ
うに意識合わせをすることです。こ
れらを、湯沢市では業務分析と呼ぶ
ことにしました。そして、関係者が
湯沢市全体の業務を俯瞰できるよう
にし、どの業務にどのような技術を

活用すべきかを現場の担当者と共に
考えていこうと思いました」

マイナンバー制度が具体化してか
ら対応しては遅い。今、どんな業務
を行っているのかを整理しておけ
ば、どこが変わるのか、どこを変え
たらいいのかを特定できる。そして、
それに合わせてシステムの仕様変更
も行える。しかも、今きちんとそれ
を行っていけば、他の法令改正にも
対応できるという。

情報部門以外の担当者も同じ思い
だった。ワーキンググループを作り、
週１回、全員で懸命に勉強した。そ
して、それを重ねることによって言
葉だけでなく、業務のことについて
も見方が変わってきた。最初は自分
の回りの仕事だけしか見えなかった
が、徐々に仕事全体を俯瞰して見ら
れるようになってきた。そして、例
えば税金の担当者は他の部署との関
連を学び、彼らと話し合う機会も増
えたという。

佐々木氏は「今はその人しか業務
が分からないような専門職化してい
る。それがこの業務分析によって脱
却できる」とこのプロジェクトには
大きな期待を寄せている。

今後、大澤氏に期待していること
は、「システムうんぬんよりも、人
材育成の面で大きな力になってほし

い」と言う。
情報部門の職

員は、以前はプ
ログラミングな
どのスキルが重
要 視 さ れ て い
た。しかし、今
はそのようなス
キ ル は 必 要 な
い。むしろ、外
部 や 内 部 の 調
整、他部署との
調整、それが円

滑に行えるマネージメント能力が求
められるという。
「スーパーバイザー的な人ですよ

ね。そんな人を育ててほしいです」
と佐々木氏は大澤氏に期待する。そ
して、情報部門の職員だけでなく、
市の職員すべてが言葉を含めてレベ
ルが上がるように指導してほしいと
いう。

高橋氏は「人数が少なくて手つか
ずになっている調達ガイドラインの
作成や、セキュリティポリシーの更
新などもお願いしたい。しかも誰で
も変更できるように、手順も教えて
ほしい」と語る。

しかし、大澤氏は「コンサルタン
トが不要になる状態が理想。自治体
とベンダー両方に標準化された共通
のマネジメントシステムがあり、品
質基準や管理基準があり、実施する
上でのガイドラインや実施手順書が
あり人材育成の教育システムがあれ
ば、当事者同士で行うことができる
と思うのです。自分で自分の首を締
めそうですが、コンサルは無駄な費
用です」と言う。

最後に、大澤氏に自治体の仕事を
するときの注意点を聞いてみた。
「国のガイドライン通りにやるの

ではなく、自治体が置かれている環
境や成熟度に合わせて、ローカライ
ズやカスタマイズし身の丈に合わせ
た手法を実践することです。自治体
には、さまざまな歴史、背景、置か
れている状況があり、理想を掲げる
だけではうまくいきません。何のた
めに何をするのか納得してもらい、
どのような手法で実践するのかを伝
え続けることです」

今後は人材育成面で
大きな期待を

 〈自治体概要〉
湯沢市
人口：50,147人 （2013年7月現在）
面積：790.72平方キロメートル
市役所所在地：秋田県湯沢市佐竹町1番1号
市役所職員数：564名 （平成25年度）
http://www.city-yuzawa.jp/

大澤氏の指導の下、業務分析に取り組む湯沢市のプロジェクトメンバー

業務分析にITコーディネータの知恵を活用
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